








































































































































































ると，農地所有適格法人は 1990 年に 3,816 法人であったが，その後に増加を
続けて 2019 年には 19,213 法人に達している（図２）。一方，一般法人は 2004
年の 10 法人であったが，2009 年に農地リース方式による農業参入が全面自由
化されると，2019 年には 3,286 法人まで増加している。これにより，2004 年
には農地所有適格法人が全農業法人の 99.9％を占めていたが，2019 年にはそ
れが 85.4％まで減少している。しかし，農地所有適格法人数と一般法人数の
差は 2004 年に 7,373 法人であったが，2019 年には 15,927 法人まで開いている。
すなわち，農業法人の農地利用形態では農地所有適格法人数が多く，その数の
増加も顕著である。また，農林水産省経営局資料によれば，2019 年における
一般法人の経営耕地面積 4 の平均は 3.0ha であるが，農地所有適格法人のそれ
4 　経営耕地面積とは，自ら所有し耕作している耕地（自作地）面積と，他から借りて耕作している耕地（借入耕
地）面積の合計である。
図２　日本における農地所有適格法人数と一般法人数の推移（1990 ～ 2019 年）
（農林水産省経営局資料により作成）




















































2010 年で農外企業から出資を受けている農地所有適格法人は 1,164 法人であ
ったが，2015 年には 1,592 法人に増加しており，このうち家族経営体が 60 法
人と組織形態体が 1,532 法人である 6。しかし，2015 年の農地所有適格法人は






　2019 年の日本における農地所有適格法人数は 19,213 法人と一般法人数は
















































注）農地所有適格法人数は 2019 年 1 月 1 日現在

















































米麦 野菜 果樹 花き・花木 工芸作物 畜産 その他
863 473 76 73 39 1,592 490
23.9 13.1 2.1 2.0 1.1 44.2 13.6
1,434 389 198 94 7 277 137
56.6 15.3 7.8 3.7 0.3 10.9 5.4
813 833 243 169 23 326 154
31.8 32.5 9.5 6.6 0.9 12.7 6.0
1,878 93 35 29 2 31 49
88.7 4.4 1.7 1.4 0.1 1.5 2.3
482 284 75 158 95 119 50
38.2 22.5 5.9 12.5 7.5 9.4 4.0
602 188 81 25 12 52 42
60.1 18.7 8.1 2.5 1.2 5.2 4.2
1,036 175 105 43 7 116 47
67.7 11.4 6.9 2.8 0.5 7.6 3.1
224 203 163 51 8 62 34
30.1 27.2 21.9 6.8 1.1 8.3 4.6
982 997 336 237 402 689 211
25.5 25.9 8.7 6.1 10.4 17.9 5.5
8,314 3,635 1,312 879 595 3,264 1,214














































821 496 506 109 272 44 2,785
22.8 13.8 14.0 3.0 7.5 1.2 77.2
1,860 996 1,161 294 1,302 36 676
73.3 39.3 45.8 11.6 51.3 1.4 26.7
1,602 937 991 177 796 53 959
62.6 36.6 38.7 6.9 31.1 2.1 37.4
1,734 497 742 212 1,529 18 383
81.9 23.5 35.0 10.0 72.2 0.9 18.1
924 455 533 97 531 14 339
73.2 36.0 42.2 7.7 42.0 1.1 26.8
764 393 423 78 515 15 238
76.2 39.2 42.2 7.8 51.4 1.5 23.8
990 426 423 164 769 11 539
64.7 27.9 27.7 10.7 50.3 0.7 35.3
412 254 289 48 196 8 333
55.3 34.1 38.8 6.4 26.3 1.1 44.7
2,516 1,568 1,813 304 1,224 48 1,338
65.3 40.7 47.0 7.9 31.8 1.2 34.7
11,623 6,022 6,881 1,483 7,134 247 7,590










































全国平均 以上 未満 以上 未満 以上 未満
以上 1 2 18 21
未満 3 1 2 1 7
以上 5 8 13
未満
以上 1 2 1 4
未満
以上 1 1 2
未満













　　 表 2 によれば，全国における農地所有適格法人の農産物の比率は，米麦 43.3％，野菜 18.9
％，果樹 6.8％，畜産 17.0％である








　2019 年の鹿児島県における農地所有適格法人数は 863 法人と一般法人数は
62 法人であるが，これらを合計すると農業法人は 925 法人存在しており，１




























注）農地所有適格法人数は 2019 年 1 月 1 日現在










































鹿児島市 23 8 248 5 53 6 1040
鹿屋市 70 25 716 14 70 25 3333
枕崎市 22 15 164
出水市 43 8 173 5 259 22 1928
指宿市 58 18 1021 19 135 17 938
西之表市 19 8 179 6 262
垂水市 10 6 118
薩摩川内市 43 10 201 7 120 7 27 13 655
日置市 21 8 171 7 61
曽於市 42 13 451 10 114 13 2803
霧島市 40 5 178 6 221 14 150 8 1476
南さつま市 17 6 114 6 49
志布志市 63 7 596 24 256 14 2988 14
奄美市 17 10 52
南九州市 135 30 609 6 43 73 784 18 2166
伊佐市 14 7 250
さつま町 24 6 12 6 42 7 1112
大崎町 18 13 539
東串良町 8 7 437
肝付町 19 9 40
中種子町 14 8 145
屋久島町 12 6 21
喜界町 10 5 121
徳之島町 18 5 93 7 148
伊仙町 8 6 81
和泊町 14 5 219 5 376
県内合計 863 65 2140 197 8110 49 1060 58 122 237 306 217 31720 40
市町村平均 20.1 1.5 49.8 4.6 188.6 1.1 24.7 1.3 2.8 5.5 7.1 5.0 737.7 0.9
畜産工芸作物花き・花木果樹野菜米麦
表５　鹿児島県における市町村別の農業産出額と農地所有適格法人の農産物（2018 年）
















27 38 34 17
41.5 58.5 52.3 26.2
94 114 26 55 65
47.7 57.9 13.2 27.9 33.0
19 30 8 17
38.8 61.2 16.3 34.7
11 23 32
19.0 39.7 55.2
171 149 12 62 45
72.2 62.9 5.1 26.2 19.0
54 75 25 28 119
24.9 34.6 11.5 12.9 54.8
15 20 12 18
37.5 50.0 30.0 45.0
391 449 74 203 5 313





































①+②+④ ② ②+④ ④ 無
5 16 7 6 8 17
7.7 24.6 10.8 9.2 12.3 26.2
13 25 5 18 32 31 65
6.6 12.7 2.5 9.1 16.2 15.7 33.0
8 5 13 17
16.3 10.2 26.5 34.7
6 13 32
10.3 22.4 55.2
31 88 8 37 9 9 45
13.1 37.1 3.4 15.6 3.8 3.8 19.0
9 18 5 8 10 28 119
4.1 8.3 2.3 3.7 4.6 12.9 54.8
6 8 18
15.0 20.0 45.0
58 156 13 41 109 105 16 24 313






























































　　 20％未満　　 20 以上 40％未満　　 40％以上
16 農地所有適格法人の分布特性と事業展開
Ⅴ　おわりに
　本研究では農家が設立した農業法人の分布特性を分析するとともに，その事
業展開も明らかにした。農地所有適格法人として農地利用方式で農業経営して
いる農業法人の多くは農家が設立した農業法人や農外企業が出資した農業法人
であり，一般法人として農地リース方式で農業経営している農業法人は農外企
業が直接経営している農業法人であると考えられる。また，農外企業から出資
を受けている農地所有適格法人の分布特性から，農地所有適格法人の多くは農
家が設立した農業法人であると推察できる。このため日本および鹿児島県にお
いて，農地所有適格法人を中心に，その分布特性と事業展開を考察した。
　日本における農地所有適格法人と一般法人の分布特性から，農家が設立した
農業法人は北海道，東北地方，関東・東山地方，北陸地方，九州・沖縄地方に
多く存在しているが，農外企業による農業参入は地方圏だけではなく三大都市
圏でも多くみられる。また，農地所有適格法人の多くは主に米麦を生産してい
るが，各地方では野菜，果樹，畜産も主要な農産物である。このうち米麦生産
は農作業受託事業，野菜生産は貯蔵・運搬・販売事業および製造・加工事業と
の関係性がみられた。
　鹿児島県では市部において農業法人が多く，このほとんどが農地所有適格法
人として農地所有方式で農業経営している。これらの農地所有適格法人は各農
産物の産地において設立されており，その農産物を主にして農業経営している。
農地所有適格法人の多くは全農産物で貯蔵・運搬・販売事業と製造・加工事業
を実施している。農地所有適格法人は米麦，野菜，果樹，花き・花木，畜産で
は貯蔵・運搬・販売事業から他事業へと展開し，工芸作物の生産では製造・加
工事業から他事業へと展開している。また，全農地所有適格法人の 36.3％は
農業関連事業を実施しておらず，野菜，果樹，花き・花木，畜産でその比率が
高い。それゆえ，農家が設立した農業法人は各農産物の生産を農業経営の基軸
にしながらも，そこから自社による農産物の輸送と販売を中心にした事業を展
開していると考えられる。
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